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        Humphreys Ex'r v. United States

「純粋 な権 力 分 立 の不 可能 性 一 ザ ・フ ェデ ラ リス ト47篇 か ら見 る」

         総 合 政 策 学 部2年 小林 慶 治
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1.は じめに

 今期の研究会で、私はHumphrey's Ex'r v. United States(以 下H u m p h r e y)を 担

当 した。この判例は1935年 に結審 したものであ り、現代的な問題 にどう繋が るかをこれだ

けで見るのは一見す るとわか りに くいか もしれ ない。だが、一見古いよ うに思 えるこの判

例は、実はアメ リカ合衆 国憲法の根幹に関わる均衡 と抑制の原理に大 きく関わる内容の も

のであ り、現代 の判決、学説 に大いに影響 を与え続 ける性質の ものなのである。現在でも

三権分立に関す る議論は、明確な決着がついていない。具体的には形式的アプ ローチ と機

能的アプローチの対立が見 られ るとい うのが判例検討の学説の状況 である。

 大統領の権限、議会の権限、司法の権 限。 これ らを 「均衡」に抑制 させ る仕掛 けを建国

の創設者は意図 して合衆 国憲法をつ くった。当時は大統領の権限は弱 く、議会が強大な権

力 を握 るのを恐れ た節 が 『ザ ・フェデラ リス』48篇 に収め られ ている。 そ うしたことを最

後 に私見を述べ させていただきたい。

2.先 例の検討

 Humphreyに 入る前に、それ に先立つ重要な先例であるMyers vs. U.S.(1926)に ついて

見 ることにす る。本件は、郵便局長の解任権が合衆国大統領の執行権の範囲内のものであ

るのか とい うことが争われ た事件である。合衆国憲法は第2条4節 における大統領やその

ほかの公務員に関す る弾劾条項を除いて、公務員の解任には一切言及 していない。そのた

め、第1回 連邦議会において大統領の公務員解任権の有無に議論が集 中 したが、結局 「1789

年決定」 と称 され る、公務員解任権が合衆国大統領 に帰属す るとい う解釈がな され ること

になる。ところが南北戦争後の1860年 代以降か ら大統領 と連邦議会の対立が激化、公務員

解任権 に関す る大統領 の権限 を制限 しようとす る立法が成 され、郵便局長解任 に関す る議

会の同意が必要 とされた1876年 法 もその時代 のものであった。

 大統領側は同法 を違憲 と主張 し、最高裁判所 も同法を以下の理 由か ら違憲 とした。駒村

(1999)に よると以下の九つの理由である。① 「1789年 決定」の存在 により、上院の同意

と助言 に基づいて大統領 によ り任命 され た合衆国公務員を解任す る権限は大統領 に排他的

に帰属する。②憲法が明文 を持って権力 の混合 を認 めている場合 を除き、権力分立原理は
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厳格 に維持 されなけれ ばならない。③憲法第2条 第1節 は 「執行権 は合衆国大統領に帰属

する」 とある し、同条第3節 には 「大統領は法律が誠実に執行 され るよ うに配慮 しまた合

衆国の全ての公務員 を任命す る」(誠 実執行条項)が ある。法律誠実執行義務が大統領 にあ

る以上、大統領 の指揮下で行動す るものを任命す る権限は含まれ る し、大統領が信頼の置

けない下位執行機 関を解任す る権限 も不可欠である。④任命 と解任 をともに大統領 に委ね

ても共和政体 と矛盾 しない。⑤任命権 と解任権は一体の ものでな くてはな らず、また最高

裁判所裁判官や大使 な どにおける上院の助言 と同意 とい うものの必要性の意味は、有力州

に偏向 しないよ うにす ると言 う性質のものであ り、解任権 を制約す るものではない。⑥任

命権 も解任権 もともに執行権 に不可欠の ものであるが、その性質 は異 なる。特 に解任権は

執行現場にいる大統領 の方が情報が多いのであ り、また解任権は任命権 に随伴す るもので

あ り、上院の任命 「同意」権 に随伴す るわけではない。⑦合衆国憲法第1条 第8節 第18項

の 「必要かつ適切 条項」 を根拠 に、連邦議会があ らゆる公務員の任命や解任 に関 して条件

を設定できるとい う主張が あるが、それ を認 めると連邦議会が憲法の権限配分 を変更す る

無制約の裁量権 を有す ることになる。⑧各省 の長はそれぞれ の担 当分野 における大統領の

「他我」である以上、法律執行 と協力体制 を維持す るために、それ らの公務員 の解任 につ

いて憲法 を超 えた連邦議会の介入が あってはな らない。また、準司法的性質の職務を担 当

する公務員に対 しては大統領は、その裁決 を解任事由 としうる。 さもなければ、大統領の

誠実執行義務 を果たす ことは出来 ない。⑨連邦議会は下級公務員の任命権者 を指定できる

し、それ らの任命権 を執行各部の長 に委ね る場合には、その解任権行使 を法律 によって条

件付 け得 る。

 この ように連 邦最高裁 は大統領 の解任権 の排他的な独 占を認 めたのである。特 に大統領

の誠実執行義務 の遂行に よる解任 は、準司法的性質の職務 を担 当す る公務員 にまで及ぶ と

した点で、広範 な ものであった。 しか し、 こうした解任権解釈 の流れを変 えたのが、次の

Humphrey判 決 である。

3.Humphreys Ex'r v. United States

 事件の事実関係 と原因は次の通 りである。Humphreyは 上院か ら承認 を得て、 Hoover大

統領か ら連邦取引委員会の委員に指名 された。その任期 は7年 間の予定だった。 しか し、

Roosevelt大 統領就任後、法律所定の罷免事由に該 当していないにも関わ らず 、政策上の不

一致 を理 由にHumphreyは 辞職 す るよ うに求 め られた
。 Humphreyは 抵抗 したが、

Roosevelt大 統領に罷免 された。 Humphreyは これに従 うことはな く、一年 当た り$10000

の給料 を受け取 る権利 がある と主張 し続 けた。その後 、Humphreyは 亡 くなったため、

且umphreyの 遺言執行者が、解任権の濫用 を理 由にUSに 対 して、連邦取引委員会で受 け

取 ることができなかった歳費(1933年10月8日 ～1934年2月14日 の分)を 請求す るた

め連邦請求裁判所 に訴 えたが、連邦請求裁判所 は大統領 の解任権 をめぐる法的問題 につい

ての意見確認 を連 邦最高裁 に求めた。
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 次に、Sutherland判 事の筆 にな る法廷意見を見ていこ う。本件 は、 「The Federal Trade

Commission Act」 が、合憲か どうか とい うことである。つま り、合衆国憲法に定め られて

い る執行権 に含まれ る解任権 を、違憲 に侵害 してい るか どうかについて争われ たものであ

る。

 最初 に、同法が規定す る解任事由の列挙 された内容は大統領 の解任権 を制限 もしくは制

約するに内容を含むか どうかを検討 している。

 政府側の主張はShurtleff v. United Statesの 決定をもとに して1、 Shurtiff判 決 におけ

る 「expressio unius est exclusio alterius」(あ る一つの事柄 に触れ ることは他 の事柄を除

外す るものである)と い う格言 に示 され る原則の適用を主張 したが、 これ を退けた。裁判

所 はその原則 が幾つかの例で妥当す るもの としなが らも、上告人 の主張 どお りにその法律

を解釈す ることは、評価官がその法律で触れ られてい る何 らかの罪で有罪 とな らない限 り、

その生涯 にわた り業務 に携わ る権利 を評価官に与えて しま う。そ うした特定の業務 のみに

関す る言外の意味 によって影響 されて しまい、他の一般的な業務 の任期 について大きな変

革をもた らす結果 にな るであろ うとして上告人の訴えを退 けた。 そ うした一般的な任期を

統制す る普通の規則 を異常な変更で変えて しまお うとす る議会の意図 とい うものが、明確

で平易に法文中に現われるこ とはな く、従 って受け入れ ることの出来ない ものである とし

た。

 しか しそ うした格言が適用 されない としたScurtiffの 例は例外的な ものである とした。

先例 はあ らゆる役人の中で も特定の役人のみ生涯にわた る任期 を認 めるものであったが、

今回の事例 における役人はその先例 と明 らかに全 く異 なる性質の ものである。その法 は先

例に従い任期 を設定 し、そ こに用い られた文言 も明確で不明瞭ではない ものである。

 また任期 の設定について も、理由ある罷免 を被 る明確な任期の設 定は、列挙 された理由

以外 に委員の任期 が短縮 されることはない とした立法意図を確 立す るのに十分である。

 判決文ではこのこ とを立証す るために委員会の性質や立法過程(le gislative history)を

利用 して このことを証明 してい る。従 って、同法の内容は大統領の解任権 を制約す るもの

であるとした。

 第二に、同法は合衆国憲法 に規定 される大統領の執行権に対 して違憲に干渉す るものか

について検討を加えている。

 この事件にお ける大統領の執行権 と密接に関わる先例 として、Myers判 決 が存在す

る。その先例拘束性について考 える。Myers事 件 についてはその概要に触れ た後、そこで

1こ の 事件は、1890年 の 立法 に基 づ く承認 された一般商業評価 官(general appraiser of marchandise)

の 大 統領の罷免権 に関す る事柄 で あった。 それ は 「無能力、職 務怠慢 も しくは職務 中の不法行為 」に よっ

て、大統領にいつで もその職 務か ら罷免 され る。 大統領 は彼 に対 して列挙 された理 由の どれ も割 り振 るこ

とな く彼 を罷免 した。 当時 のcourt of claimsはScurtiffの 訴 えを棄却 して 、大統領 の列挙 された以上の理

由に よる大統領 の罷免権 を擁護 した。
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決定 された論点は非常 に狭い事柄であると評価する。つま り同事件 は単に上院の助言 と同

意な くしてな された郵便局長 の罷免 に関する大統領の権限についてを決定 したに過 ぎず、

これはstare decisis(先 例拘束性 の原則)の 領域 に属す るものではない と認定 した。

 このような状況はMarbury v MadisonとCohen v Virginiaの 関係で も存在 した。法

廷意見はMarshaU判 事 の言葉 を引きつつ、あらゆる意見の中で、確立 された原則(Maxim)

は、その事例 に関連 して受け取 られるべ きであるとし、 もしそれ らの言明が事例を超 えて

しま うよ うなものな ら、それ らは尊重 されてもよいが、 しか し次の訴訟における判決 を制

約す るものであってはな らない とする。 「法廷における問題 は注意深 さをもって精査 され、

そのすべての程度で考慮 され る。それ を表す働 きをす る他の原則 は、決定 された事例 との

関係 において考慮 され るものの、それ らのあ りうるすべての他の事例 との関連は、めった

に完全には精査 され ないのである」。

 個々の具体的な事例 によって、確 立 された一般的 な言明が何 らかの制約 を受 けるこ とを

明らかに している。

 このような観点の原則 に拠って、今回の事件においてMyers判 決 は決定を拘束 しないと

した。Myers事 件 で郵便 局職 員 は行政機能 の遂行 に制 限 されてい る行 政官(executive

of丘cer)で あ りそ うした役人 は単に行政部門の一つである。従ってそのよ うな役人は性質上

行政府の長に よる排他的で無制限の罷免権 に従属 しているのである。 この傍論(dicta)を

別 にして も、その決定の持 つ必然的な範囲はすべての純粋な行政官のみである。 そのため

行政部門に属 さない役人や 憲法 によって大統領に与 えられていない部分の行政権を行使す

るような役人にはその決定は及ぶ ことはない。

 では、FTCの 委員は合衆国憲法に規定 され る大統領の行政権を行使 しているか。 FTCは

議会によってつ くられた立法政策 を実行す るために生み出 された ものであ り、それ は議会

が作った行政機関である。そのよ うな機関は、行政府の手 とな り目とな るような ものでは

ない。

 この委員会の職務 は準立法的 ・司法的性質を持つものである。 「競争の不公正な方法」に

関す る立法の規定 を施行す るに当た り、その内容 の一般的 な基準の詳細を定めるとい う点

で委員会はある部分 において準立法的な性質がある。同様に、同法6条 に規定 され るよ う

に調査を して、そ して議会に対 して情報 を報告す るとい うことは この委員会が立法的な機

関(le gislative agency)と して行動 しているとい うことがわかる。

さ らに同法第7条 に は、委員 た ちは法 廷 によって 与 え られ た規 定の 下に衡 平裁判所

(Chancery)の よ うな役 目を果 た している とい うことがわかる。 これ は司法府の機関 とし

て行動 してい ることを示 している。 このよ うに同委員会は大統領の執行権 を行使す るもの

ではなく、立法権や司法権 を行使す る機関に従属するもの と考 え られ る。

 次に、準司法的や準立法的 な性質 を持つ役人は大統領 の無制限の罷免権 に属す るものか。

無制 限の罷免権 とい うのは、大統領が保持 しているものではない。 それ は以下の論点か ら

理由付け られ る。大統領 は無制限の罷免権 を保有 してす るものではない。議会権力は、準
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立法的や準司法的な機 関を作る際、それ らに対 して行政か らの統制 とは独立 して各委員は

各々の職務を遂行するよ うに求めたのである。 当然その権力の中には適切 な義務 として、

委員 の任期を定 め、そ して職務期間中での何 らかの理由による罷免の規定を除いて彼 らを

罷免することを禁 じる とい う権力 も含 まれる。それは大統領による無制 限の罷免権の存在

が委員たちの独立 した意思を左右 しかねず、そ うした公平な態度 を維持す ることを不可能

にす るためであ り、正 当なものである。

 このよ うに政府 の三つの一般的な部 門は、それぞれ互いに直接的や 間接的な影響力 とい

ったものか ら全 く免れてお り、その ような仕組 みを維持す る必要性 は しば しば強調 されて

お り、 こうした権力 の分割 といった ことは憲法の意味す るところである。憲法 は三つの部

門それぞれの本質的 な平等性 を認 めてい る。 こ うしたことは、三権 の部門のそれぞれが直

接 に しろ間接的に しろ、 自らの関連す る権力の施行での過剰 な力 を持つべきではない と、

す るフェデラ リス トか らの一節か ら引用 を して根拠づける。

 Myers事 件での大統領 の権限は純粋 に行政的な ものであ り、そ して大統領のみ に責任を

負 うといった ものであ る。そ して このよ うな大統領の無制限の権力 は行政官以上の観点か

ら考えられるものではない。

 1789年 の決定 といわれ る議会の議論において、マデ ィソン氏は、設立 され る外務省の業

務は純粋な行政手性質のものではなく司法的な性質 も含むものであるか ら、行政的な罷免

(executive removal)に 関 して は異なる法規が適用 されねばな らない としている。また

Marbury v. Madisonで もMarshaU判 事は、大統領 によって任命 された役人 とそ うでない

役人については区別す るとい う趣 旨の判決 を記 している。

 こうした ことか ら、当裁判所 は、理 由に よる以外の罷免 を妨 げ、明確 な任期 の設定を行

な う条件 となる議会 の権威 に役人 を罷免する大統領の権威 が優越す るか どうか とい うこと

は、その業務の性質 に基づいて決定 され る。 したがって、同委員会は大統領 の下にあるも

のではない。

 以上のよ うに して、結論付 け、同法は合憲 とされた。

重要なことは、Myers事 件にお ける無制限 とも思われ た大統領 の解任権 に制限を設 け

たことである。特 に準司法的性質を持つ ものに対 しても及ぶ とされ た法理はこの判決によ

り明確に覆 されることにな り、それはWienerv.U.S.(1958)に おいても確認 さ

れ ることになる。 この よ うに準立法的、準 司法的概念 とその概念を もつ組織、役人 を区別

し、純執行的でない役人につ いては、大統領の解任権が及ばない とした。

 私は今回の レポー トを作成す るに当たって駒村圭吾氏の 「権力分立の諸相」 とい う本 を

用い、その後の三権分立に関す る一連の判例についての流れ を概観す ることができた。そ

れによると、現在、判例を分析 した学説には 「形式的アプ ローチ」 と 「機能的アプ ローチ」

とい う二つの権力分立に関す る問題 を扱 う際のアプローチがあ り、実際の判例 は両者 が混

在 した要素があって判然 としない とい うのが現状 とい うよ うである。 ここではそ うした流

れについてを書 くことは しない。
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 現在 の判例の中では もはや 「準立法」 「準司法」 「行政機関」 とい った用語は用い られな

くな り、また形式的アプ ローチにおいては憲法制定者 の意図を確認す る手段 として しば し

ば 「ザ ・フェデラ リス ト」が引用 される。 ここでは重要 と思われる 「ザ・フェデ ラリス ト」

の特 に関連 した47篇 を読んで、準立法的 ・準司法的性質の ものが どのよ うな意味を持つの

かを明 らかに したい。

 実際、同書第47編 でマディソンは、当時の憲法案に明確 に反対す るものの主張 として 「立

法・行政 ・司法の各部門は明確 に分離 されていなければいけない(212頁)」 とす る記述が存在

す る。 しか しマデ ィソンは こうした権力分立 とい う公理 の適用は誤解 され た もの として、

次のよ うに説明す る。本来 、モ ンテスキュー はイギ リス国制 を参考 に して三権分立の概念

をつくった ものであるが、 「モ ンテスキューが 「立法権 と行政権 とが同一人あるいは同一の

機 関に集 中 され ている時には、 自由は存在 しない」 とか、あるいは 「裁判権 が立法権や行

政権 から分離 していない時 には、 自由は存在 しえない」 とか語 る時、彼は これ らの各部門

が他部門の行為 につ き、部分的に も代行機 関であった り、い ささか な りとも抑制権を持つ

べきではないことを意味 したのではなかった(215頁)」 とす る。 これ はイギ リス国制におい

て立法部である上院が、行政首長(つ ま り国王)に 対す る憲法上 の諮 問機 関を構成す るが、

弾劾裁判 に関 しては司法権 を有 し、そのほかの場合 も上訴審 としての管轄権 を与 えられて

いるのである。

 マデ ィソンは こ うした状態 は他州の憲法をみて も同種のこ とが行 なわれていると指摘 し

てお り、ニューハ ンプシャー州憲法、マサチューセ ッツ州憲法、ニュー ヨーク州憲法 など

でも、各部門の権限がある程度 は混合 したよ うその内容 を持 っていることを指摘 してい る。

具体的には大統領の任命は本来的 には執行権 の一部 であるが、それ は議会の職務の範 囲 と

されてお り、こ うした ところにマデ ィソンは明確な三権の配置ではな く、部分的な権力の

混合を見て取る。 マデ ィソンはモ ンテスキューの意 図は同一人 による立法が同一人に よる

執行を経 るとい うことによ り、また同一人 による立法が同一人 による司法 を経 ることによ

り自由の存在 を脅か され る としたのであ り、そ うしたイ ギ リス国制や 当時の州憲法 に生 じ

た混合を危険な種類の混合 とは区別 し、ただそ うした状態が生 じてお り、純粋の三権の分

立を意図 しよ うとす るグループに対 して現実的な実行 の不可能性 を悟 らせ るのが 目的だっ

た ように思える。

 権力分立は衡平な権力配置 のバ ランスを取 ってい るとは必ず しもそ うでいない ことが同

書第48篇 で示 されている。 立法府 の過大な権力集 中とその暴走のおそれ を危惧する一方、

大統領が無力 に してその職務 の遂行を妨げ られないよ うにす るために憲法制 定者たちは大

統領の権限を相対的に強化 した。 「衡平」 とはま さにそ うした意味でのものであ り、必ず し

も全ての部門にバ ランス よく等価 に権力を配置 した とい うものではないのではないか。

 合衆国憲法が制定 されて既 に200年 以上が経つ。且umphrey判 決は制定後約150年 後に

出 されたものであるが、この時期 はま さに合衆国大統領の権限が最大の力 を持 つ時期 の幕

開けで もあった。そ して未だに、合衆国大統領 の権 限は、建 国時に比べればはるかに強大
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である。勿論、経 済活動の複雑化 ・世界化 、国際関係 の深化、先進国特有 の行政国家、厚

生福祉分野の重要化 な ど様 々な要因が、その権限強化を必然 としたのではある。 だが、相

対的に権限の縮小が生 じた議会、司法の部門はどのよ うにそ うしたことを埋 め合わせ るの

だろ うか。例 えば議会 によって生み出 された一院拒否制度 は、そ うした大統領の権限強化

に対応す る一つの議会が生み 出 した対抗策ではなかったか。 かつ てブ ランダイ ス判事 は

「Living law」 とい う論文を提出 した。合衆国憲法 によって規定 されないもの、事実 として

変化 して しまった ものに対す る新たな対抗策 を、容易 く形式手菜 「衡平」 とい う観点か ら

切 り捨てることは正 しいこ となのだ ろ うか。 よ り実質的な内容を伴 った 「衡平」を判断す

る基準が、最高裁 に求め られているよ うに思えてな らない。
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